




































































































リマ），11月に G20サミット（於：トルコ・アンタルヤ）に報告。）。OECD HP To-
kyo Centre ニュースルーム（2015年10月 5 日）等を参照。
なお，OECDの BEPSプロジェクトの詳細については，論文末の参考文献を参






























（６） 法人税法132条 1 項，所得税法157条 1 項，相続税法64条 1 項，及び地方税法72
条の43第 1 項・2項（上記は現行法の条文番号）に規定が置かれている。
（７） いわゆる IBM事件と呼ばれている事件については，後日別稿において検討す





















3 月18日，訟月60巻 9 号1857頁。控訴審東京高判・平成26年11月 5 日，訟月60巻 9
号1967頁。東京高裁は第１審の東京地裁の判断を支持し，納税者の請求を棄却（控


























近の比較法研究では，前者について SAARs（specific anti-avoidance rules）






























































































































められていたが，税法における用語として ｢同族会社｣ が用いられたのは 3














































案を提出し，所得税法73条ノ 2，73条ノ 3及び73条ノ 4の各規定の改正をそ
のなかに含む所得税法の改正法が同年 3月27日に可決された（法律 8号，同
年 4月 1日より施行）。この改正は，73条ノ4の規定を削除し，同族会社の定
義規定及び否認規定として21条ノ 2第 2項及び73条ノ 2の規定が置かれた。
所得税法



































































































































（27） 昭和22年の改正の際に ｢逋脱｣ という用語はすべて ｢免れる｣ という文言に改
正されており，現在の法人税法の中には ｢逋脱｣ という語は用いられていない。
（28） 当時の法人税は，所得金額及び資本金額を課税標準としてこれを課すこととさ













































































































































































（35） 第 1審 東京地判・昭和26年 4 月23日民集12巻 8 号1266頁，控訴審 東京高

























































































































































（42） 第 1審 釧路地判・昭和49年 4 月23日税資75号193頁。控訴審 札幌高判・昭














































































































OECD, Action Plan on Base Erosion and Profit Shifting［2013］．
http://www.oecd.org/tax/action-plan-on-base-erosion-and-profit-shifting-9789264202719-
en.htm（ 終閲覧 2020年11月16日）




Report on Japanese Taxation by the Shoup Mission［1949］．













































「改正税法の成立に至るまで」財政（大蔵財務協会・1940年 第 5巻第 5号）。
大蔵省主税局調査課編『昭和の税制改正』（大蔵財務協会・1952年）。
租税法における行為計算否認規定の淵源（Ⅰ）
31
その他，本稿での判決および判例集等の引用についての略号は，次の例によるほか，
慣例にならった。
〔判 決〕
判 高裁判所（小法廷）判決
高判 高等裁判所判決
地判 地方裁判所判決
〔判例集等〕
民集 高裁判所民事判例集
行集 行政事件裁判例集
訟月 訟務月報
税資 税務訴訟資料
（32）32
